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平成25年度決算概要 ～単体損益～

25年度
前年度比

〔単体〕 （億円、％） 増減額 増減率

経常収益 1,861 ＋151 ＋8.8

業務粗利益 1,445 △18 △1.2

資金利益

役務取引等利益

特定取引利益

その他業務利益

（うち国債等債券関係損益）

1,262

148

5

29

19

＋59

△1

△5

△71

△78

＋4.9

△0.8

△48.9

△70.8

△80.1

経 費 (△) 797 ＋11 ＋1.4

実質業務純益※ 647 △28 △4.2

一般貸倒引当金繰入額 (△) － － －

業務純益 647 △28 △4.2

臨時損益 25 ＋49 ＋204.3

うち不良債権処理額 （△）

うち貸倒引当金戻入益

うち株式等関係損益

10

5

28

＋5

＋1

＋34

＋90.4

＋25.9

＋562.2

経常利益 672 ＋20 ＋3.1

特別損益 △8 △5 △125.3

税引前当期純利益 664 ＋16 ＋2.4

法人税等合計 （△） 236 △3 △1.2

当期純利益 428 ＋19 ＋4.6

※ 実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額

1

経常収益は、資金運用収益（＋57億円）および国債等債券
売却益（＋65億円）の増加を主因に、前年度比＋151億円の
1,861億円

業務純益は、業務粗利益の減少に加え広告宣伝費の増加
（＋7億円）等で経費が増加（＋11億円）したことから、
前年度比△28億円の647億円

経常利益は、株式等関係損益の改善（＋34億円）を主因に、
前年度比＋20億円の672億円

当期純利益は、特別損益が減少（△5億円）したものの、法人
税等合計の減少（△3億円）もあり、前年度比＋19億円の
428億円

経 常 収 益 前年度比＋151億円増収(6期振り)

業 務 粗 利 益 前年度比△18億円減益(4期連続)

業 務 純 益 前年度比△28億円減益(2期振り)

経 常 利 益 前年度比＋20億円増益(5期連続) )[過去最高益]

当 期 純 利 益 前年度比＋19億円増益(2期連続) [過去最高益]

業務粗利益は、投信解約益等の増加を主因に資金利益が増加
（＋59億円）したものの、国債等債券売却損の増加により
その他業務利益が減少（△71億円）したことから、前年度比
△18億円の1,445億円



平成25年度決算概要 ～連結損益～

25年度
前年度比

内容
〔連結〕 増減額 増減率

連結経常収益 ２，２０９ ＋１７７ ＋８．７
6期振り増収

資金運用収益、国債等債券売却益が増加

連結経常利益 ７４７ ＋３４ ＋４．８
5期連続増益［過去最高益］

静岡銀行とｸﾞﾙｰﾌﾟ11社合計がそれぞれ
過去最高益を計上

連結当期純利益
（負ののれん発生益除き）

４６７
△１０２

（＋２７）
△１８．０

（＋６．０）

5期振り減益
24年度に実施した連結子会社の持分比率
引上げによる寄与額＋19億円

包括利益 ４７３ △４６３ △４９．５
2期振り減益

その他有価証券評価差額金および連結
当期純利益が減少

25年度 前年度比増減

経常利益 １．１１倍 ＋０．０２倍

当期純利益
（負ののれん発生益除き）

１．０９倍
△０．３０倍

（＋０．０１倍）

（億円、％）

22

25年度計画
(第11次中計) 25年度 達成率

連結経常利益 ７４０ ７４７ １００．９

連結当期純利益 ４６０ ４６７ １０１．５

第11次中計目標に対する実績

証券子会社の静銀ティーエム証券㈱がグループ会社業績を牽引し、連結収益は堅調に推移

第11次中計で掲げた連結経常利益、連結当期純利益の目標を達成

連単倍率

（億円、％）



資金利益
2５年度 資金利益1,262億円（前年度比＋59億円）
レート要因により貸出金利息の減少傾向は続くも、有価証券利息配当金の大幅増加により前年度比増加

国内業務部門資金利益の内訳

国際業務部門

（％）

24年度 25年度
増減

合 計 １，２０３ １，２６２ ＋５９

国内業務部門 １，０９０ １，１３９ ＋４９

うち貸出金利息 ９５４ ８９６ △５８

〃有価証券利息配当金 １８２ ２７９ ＋９７

〃預金等利息 （△） ４６ ４０ △６

国際業務部門 １１３ １２３ ＋１０

うち貸出金利息 ２５ ３９ ＋１４

〃有価証券利息配当金 １１１ １０８ △３

24年度 25年度 増減

運用・調達ﾚｰﾄ差 １．１３ ０．９３ △０．２０

有価証券利息配当金(国内業務部門)の推移

24年度 25年度 増減 内容

有価証券利息配当金 １８２ ２７９ ＋９７ 債券利息は減少するも、投信解約益等の増加により、トータルでは大幅
に増加

うち債券利息 １１６ ９８ △１８ リスク量のコントロールに加え、国内金利の絶対水準が低いことから、
国債を中心に残高を圧縮したため減少

うち投信解約益等 ７ １２５ ＋１１８ インデックス投信を中心に、株価上昇局面を捉えて投資信託を売却(解約)

3

24年度 25年度 増減

貸出金利回り １．４９ １．３６ △０．１３

預金等利回り ０．０６ ０．０５ △０．０１

有価証券利回り １．１６ １．７４ ＋０．５８

（投信解約益等除き） １．１４ １．０１ △０．１３

3

（億円）

（億円） （％）



貸出金利回り

貸出金利（月中平均）の推移

0.60 0.580.630.660.700.730.770.800.81

1.53
1.46

0.40 0.38 0.38 0.38 0.35

1.47
1.45

1.561.58 1.611.631.65

0.36
0.420.42

0.34
 

24/3月 6月 9月 12月 25/3月 6月 9月 12月 26/3月

うち企業規模別法人貸出金利の推移

大･中堅企業

中小企業

大･中堅企業（ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ）

（％）

1.55
1.47

1.41

1.37 1.36
1.32 1.29 1.27

1.23

1.36
1.33

1.44
1.50

1.35

1.54

1.18 1.151.17

1.81 1.79 1.76 1.73 1.69
1.641.66 1.61

1.84

24/3月 6月 9月 12月 25/3月 6月 9月 12月 26/3月

4

（％）

法 人

全 体

個 人

1.47 1.47 1.46 1.46 1.45 1.45

1.26 1.25 1.24
1.22

1.20 1.19 1.19 1.19 1.19 1.19 1.19 1.19

1.471.48
1.50

1.531.541.55

1.10

1.15

1.20

1.25

1.30

1.35

1.40

1.45

1.50

1.55

1.60

25/4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 26/1月 2月 3月

中小企業貸出の金利とスプレッド

貸出金利

スプレッド

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

24/3月 6月 9月 12月 25/3月 6月 9月 12月 26/3月

日本国債10年利回り TIBOR12ヶ月 TIBOR 3ヵ月

【参考】市場金利動向

26年3月貸出金利回り 1.33％ 25年3月比 △0.11ポイント縮小

中小企業向け貸出金は貸出金利の低下幅が縮小、スプレッドは下げ止まり低下傾向から横ばいに変化

（％）

（％）



貸出金 ～平均残高～

70,115

63,256 65,177
66,694

45,766
42,766 44,119 44,458

22年度 23年度 24年度 25年度

銀行全体 うち静岡県内

＋＋1,3081,308

＋＋3,4213,421 （億円）

貸出金残高(平残)の推移

27,262
26,78026,362

25,798

20,47320,50120,27419,942

22年度 23年度 24年度 25年度

銀行全体 うち静岡県内

（億円）【貸出金増減額内訳（前年度比）】

24,008

23,016
22,400

21,621

19,371
18,736

18,301
17,707

22年度 23年度 24年度 25年度

銀行全体 うち静岡県内

＋＋635635

＋992

△△2828

（億円）

企業規模別 貸出金残高(平残)の増減 うち中小企業向け貸出金残高(平残)の推移 うち個人向け貸出金残高(平残)の推移

＋482

25年度 貸出金平均残高 7兆115億円、前年度比＋3,421億円（年率＋5.1％）
企業規模別（個人を含む）でもバランスよく増加させ、第11次中計期間では＋6,859億円増加

※ｱﾊﾟｰﾄﾛｰﾝを含む

＋
３
，
４
２
１

（億円）

～～

～～ ～～

5

大・中堅企業

＋1,271

公共
+204

海外店
＋472

中小企業

＋482

個人
＋992

第11次中計

5

平残
前年度比
増加額

第11次中計
期間増加額

総貸出金 7兆115億円
＋3,421億円
年率＋5.1%

＋6,859億円

中小企業向け
貸出金

2兆7,262億円
＋482億円
年率＋1.8%

＋1,464億円

個人向け
貸出金

2兆4,00８億円
＋99２億円
年率＋4.3%

＋2,387億円

大・中堅企業向け
貸出金

1兆4,658億円
＋1,271億円
年率＋9.5%

＋1,243億円



法人部門の取組み ～海外進出支援の実績～

6

●
欧州静岡銀行

ロサンゼルス支店●
ニューヨーク支店

●
静岡

●

●

●

【ベトナム】
ANZベトナム

【ベトナム】
ANZベトナム

【インドネシア】
CIMBニアガ銀行

りそなプルダニア銀行

【インドネシア】
CIMBニアガ銀行

りそなプルダニア銀行

【タ イ】
カシコン銀行、バンコック銀行

【タ イ】
カシコン銀行、バンコック銀行

【韓 国】
新韓銀行、大邱銀行

【韓 国】
新韓銀行、大邱銀行

上海駐在員事務所

シンガポール駐在員事務所

【中 国】
中国建設銀行、上海銀行

【中 国】
中国建設銀行、上海銀行

【台湾】
中國信託HD（中國信託商業銀行）

【台湾】
中國信託HD（中國信託商業銀行）

【フィリピン】
バンク・オブ・ザ・フィリピンアイランズ

【フィリピン】
バンク・オブ・ザ・フィリピンアイランズ

香港支店
【インド】

インドステイト銀行

【インド】
インドステイト銀行

●

国際営業部
海外進出支援の企画・統括
進出先での取引先支援

静岡銀行グループ拠点

海外提携行

1,606

2,486

4,239

922

1,351

1,827

23年度 24年度 25年度

外貨建貸出金 うち海外店

外貨建貸出金（平残）の推移

取引先の海外進出支援体制を一層強化。ネットワークを最大限に活用し、着実に営業成果へ結びつけている

（億円）

＋＋1,7531,753

＋＋476476



法人部門の取組み ～ソリューション営業、新規事業所取引の開拓～

創業・新事業進出支援への取組み

成長・未開拓分野関連融資実行額

82

121

211
106

142

614
469474

691

8239
60

41

75
128

95

24年度上期 24年度下期 25年度上期 25年度下期

事業承継

農業

環境

医療・介護

（億円）

成長分野を中心に、適切なソリューションの提供による資金需要・収益機会の創造と取引先企業との
リレーション強化による取引基盤の強化・拡大
26年3月末の法人貸出取引先数は、第11次中計スタート時から＋1,548先の増加

第2回「しずぎん起業家大賞」の実施

革新的な事業プランを持った起業家を表彰し、事業の成長を
サポートすることで、地域経済の活性化に貢献

応募総数87件の中から受賞者7先を選定(賞金総額 500万円)

⇒ 販路開拓、各種コンサルティングなど、グループ機能を
最大限に活用し、事業の成長を積極的にサポート

（先）残高5百万円以上先 5百万円未満先

23年度 24年度 25年度

9,819 8,92510,029

23,020 23,33822,392

22年度

32,421 32,839 32,263

7,868

23,940

31,808

第11次中計目標
1,000先増加に対し、

＋1,548先増加

【参考】経営サポート資金

・経営改善に取り組む先へのプロパー融資制度

・平成25年4月取扱開始

・平成25年度実績 72件/1,995百万円を実行

・平均実行レート4.2%を確保

法人貸出取引先数の推移

2,022

1,475

＋547

7



個人部門の取組み ～住宅ローン～
25年度 消費者ローン末残 2兆4,901億円、前年度比＋1,346億円（年率＋5.7％）

住宅ローン、無担保ローンとも順調に増加させている

住宅ローン実行額の推移

1,046

809832

1,404

852

1,237

23年度上期 23年度下期 24年度上期 24年度下期 25年度上期 25年度下期

実行額

（億円）

9

消費者ローン末残推移

8

住宅ローン・8疾病保障付き住宅ローン実行件数

6,489

3,666

5,038

4,065

6,066

390

2,164

3,111

24年度上期 24年度下期 25年度上期 25年度下期

住宅ローン実行件数

うち8つの疾病保障付き

(件）

21%

52%

58％

8つの疾病保障付保率

61％

12,722 13,310 13,799 14,422 15,238

9,5529,5819,543 9,443 9,2579,359

13,033

406338
306 303 303 313

23年度上期 23年度下期 24年度上期 24年度下期 25年度上期 25年度下期

無担保ローン

住宅ローン

その他

（億円）

22,571 22,917 23,165 23,555 24,118
24,901

住宅ローン末残
1兆5,238億円、前年度比＋1,439億円（年率＋10.4%）

・消費税増税前の駆込み需要を取込み、実行額は過去最高
・BPRの実施により営業投入時間が増加し、実行件数は大幅増加

実行件数：12,555件（前年度比＋3,452件）
・25年3月末比の残高増加額は上位地銀トップ水準
・新商品｢8疾病付住宅ローン｣を様々なマス媒体で効果的に訴求
・平成25年度住宅ローン平均新発レート 1.039%

住宅ローン拡大への取り組み

2,641

12,555

6,777

＋1,346

＋1,439



個人部門の取組み ～無担保ローン～

11
16 17

24

39

85

23年度上期 23年度下期 24年度上期 24年度下期 25年度上期 25年度下期

マイカーローン・教育ローン
・限度額引上げによる大型案件の取込み
・2次保証制度の導入により、対象顧客層を拡大

カードローン
・テレビCMやweb広告を戦略的に投入

無担保ローン拡大への取り組み

目的型無担保ローン実行額※の推移

（億円）

※マイカー、趣味と暮らし、フリー、教育各ローンの実行額を合算
（当貸型教育ローン・反復型マイカーローンは極度承認のため
純増（減）額を実行額として計上）

無担保ローン末残 406億円、前年度比＋93億円（年率＋30.0%）
25年度 目的型無担保ローン実行額 124億円、前年度比＋83億円（年率200.8％）

Webページの刷新

・Webページの刷新により、ローン申込件数が増加
Webでの申込件数10,312件（前年度比3.10倍）0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

23年度上期 23年度下期 24年度上期 24年度下期 25年度上期 25年度下期

フリー

趣味と暮らし

教育

マイカー

目的型ローン申し込み状況の推移

（件）

9

124

41

＋83
406

338

306 303 303
313

23年度上期 23年度下期 24年度上期 24年度下期 25年度上期 25年度下期

無担保ローン末残の推移

（億円）
＋93

11,165

3,250

5,056 5,372

3,638
2,740



預金等

84,086
77,57276,156 79,877

70,451
64,079 65,951 68,069

22年度 23年度 24年度 25年度

銀行全体 静岡県内

（億円）
＋＋4,209 4,209 

預金等残高（平残）の推移

＋＋2,3822,382

56,891
55,377

53,373
51,848

52,598
51,039

49,038
47,579

22年度 23年度 24年度 25年度

国内店 静岡県内

（億円）【預金等増減額内訳（前年度比）】

＋＋1,5591,559

預金等残高(平残)増減額の内訳 うち個人預金等残高(平残)の推移

（億円）

＋
４
，
２
０
９

25年度 預金等残高（平残）8兆4,086億円、前年度比＋4,209億円（年率＋5.3％）

第11次中計期間も増加基調を維持して＋7,930億円増加

＋1,514

うち法人預金等残高(平残)の推移

19,78019,560 19,679 19,585

15,501
14,729 14,932 15,275

22年度 23年度 24年度 25年度

国内店 静岡県内

＋＋226226

＋195

（億円）

ｵﾌｼｮｱ

＋578

金融・公金

＋１,081

個人

＋1,514

海外店

＋841

法人
＋195

NCD除き
＋622

第11次中計

10

平残
前年度比
増加額

第11次中計
期間増加額

総預金 8兆4,086億円
＋4,209億円
年率＋5.3%

＋7,930億円

静岡県内
預金

7兆451億円
＋2,382億円
年率＋3.5%

＋6,372億円

個人預金 5兆6,891億円
＋1,514億円
年率＋2.7%

＋5,043億円

うち
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ支店

3,023億円
＋977億円

年率＋47.8%
＋2,755億円

法人預金 1兆9,780億円
＋195億円
年率＋1.0%

＋220億円



預り資産、手数料

57,210
51,998 54,737 55,648

16,604
14,619

13,799
16,251

23年3月末 24年3月末 25年3月末 26年3月末

資産運用商品

円貨預金等

26年3月末 個人預り資産残高（静銀ティーエム証券含む）7兆3,814億円（前年度比＋1,915億円）
うち資産運用商品残高 1兆6,604億円（同＋353億円）

静銀ティーエム証券を含む手数料収益231億円（前年度比＋15億円）

（億円）

投資信託・保険販売の販売額、手数料の推移

1,000 1,084
1,405

1,908

1,266

1,164

1,413

1,099 102
90

77
67

22年度 23年度 24年度 25年度

個人年金保険等

投資信託

手数料収益

3,072

2,099
2,350

2,818

＋＋254254

【資産運用
商品内訳】

23年3月末 24年3月末 25年3月末 26年3月末

個人年金保険 6,049 7,106 8,711 9,493

公共債 3,863 3,465 2,906 2,159

投資信託 148 144 153 151

外貨預金 353 345 355 299

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券 3,385 3,559 4,126 4,502

合計 13,799 14,619 16,251 16,604

11

37 45 56 78

153

160
148

142

15.2%14.2%
12.6%11.6%

22年度 23年度 24年度 25年度

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券 役務･特定取引利益

手数料収益（銀行・静銀ﾃｨｰｴﾑ証券）

231

179

（148）

（ ）は役務取引等利益

（145）
（148）

216
193

（149）

手数料収益比率
（静銀ﾃｨｰｴﾑ証券を含む）

（億円）

個人預り資産（末残）の推移

（億円）
＋＋1,9151,915

＋＋353353

＋＋1515

65,796
69,356 71,899 73,814



有価証券

809 1,340

5,392 4,729

2,443 2,721

3,130 2,817

427 569

13,158
11,214

25年3月末 26年3月末

国債

地方債

社債

株式

外債

その他

有価証券の状況 有価証券関係損益

評価損益がｾﾞﾛになる水準 TOPIX10P/10BPV

株式 日経平均 ５，９６６円 ２３．３億円

円貨債券 ５年国債 ０．３６％ ６７．４億円

外貨債券 米国１０年国債 ２．９６％ ２３．０億円

（億円）
24年度 25年度

増減

国債等債券関係損益 ９７ １９ △７８

うち国債等債券売却益 １２５ １９０ ＋６５

〃 国債等債券売却損（△） ２７ １７０ ＋１４３

株式等関係損益 △６ ２８ ＋３４

うち株式等売却益 ４ ２８ ＋２４

うち株式等償却（△） ９ ０ △９

（億円）

預貸率 ・預証率(NCD除き)

－14,827.83円12,397.91円日経平均株価

△０．６４年４．６０年５．２４年円債平均残存期間

＋３０８１，５３７１，２２９うち株式

25年3月末 26年3月末
増減

有価証券評価損益 １，８０５ １，８０６ ＋１

外債平均残存期間 ３．９７年 ４．４６年 ＋０．４９年

25,359

〈〈株式株式〉〉
+278+278

〈〈外債外債〉〉
△△663663

〈〈国債国債〉〉
△△1,9441,944

23,390

うち投信
１，１９５

うち投信
６６６

26年3月末 有価証券残高 ２兆3,390億円(前年度比 △1,969億円)､評価損益1,806億円 (同＋1億円)

リスク量のコントロールに加え、国内金利の絶対水準が低いことから、国債を中心に残高を圧縮

預貸率 預証率 預貸率＋預証率

２５年度 ８８．０％ ２６．４％ １１４．４％

外債ポートの入替による収益性改善

入替売買実施額 利回り改善 年間改善効果
５，０００億円 ＋０．７％ ３５億円

【参考】評価損益がゼロになる水準、10BPV

金利上昇局面での入替売買により、ポートの収益性は年間約35億円改善

12

× ≒

（億円）

△△1,9691,969



与信関係費用

0.007%

0.15%

0.002%

0.004%

22年度 23年度 24年度 25年度

与信関係費用比率

25年度 与信関係費用 5億円（前年度比＋4億円）、与信関係費用比率 0.007％（同＋0.005ポイント）

与信関係費用は引き続き低水準を維持

与信関係費用の内訳

※与信関係費用比率＝与信関係費用÷貸出金平残

債務者区分等の変更等 ９０

担保評価下落 ５

格上、回収等による取崩 △５４

合計 ４１

与信関係費用の推移

２４年度 ２５年度
前年度比

不良債権処理額 ① ５ １０ ＋５

貸倒引当金戻入益※ ② ４ ５ ＋１

一般貸倒引当金繰入額 △４５ △４６ △１

個別貸倒引当金繰入額 ４１ ４１ ±０

合計 （①－②） １ ５ ＋４

※ 貸倒引当金戻入益は一般貸倒引当金繰入額と個別貸倒引当金繰入額をネッティングしたもの

（億円）
（億円）

（億円）

13

与信関係費用比率の推移

78

31 41 41

31

10

△ 45△ 38
△ 13

△ 46

105

5

96

13

22年度 23年度 24年度 25年度

その他不良債権処理額

個別貸倒引当金繰入額

一般貸倒引当金繰入額

与信関係費用



リスク管理債権

1,655億円

465億円

リスク管理債権の推移 ネットリスク管理債権

不良債権のオフバランス化実績

26年3月末 リスク管理債権比率1,655億円（同比率2.28%）、ネットリスク管理債権192億円
（同比率0.26%）と資産の健全性を維持
リーマン・ショック後のピーク残2,425億円から順調に減少

3.64% 3.57% 3.41%

0.40% 0.36% 0.32% 0.34% 0.34% 0.30% 0.26%

2.91%
3.26%

2.57%
2.28%

22年度下期 23年度上期 23年度下期 24年度上期 24年度下期 25年度上期 25年度下期

リスク管理債権比率推移

ネットリスク管理債権

リスク管理債権

〔632億円の内訳〕

（億円）

本人弁済
預金相殺 １１７

担保処分
代位弁済 ２１６

格 上 ２３１

債権売却 ６１

直接償却 ７

２４年度 ２５年度

新規発生 ＋４６５ ＋３３５

オフバランス化

(うち破綻懸念先以下)

△７１４

(△６６９)

△７１６

(△６３２)

リスク管理債権 ２，０３６ １，６５５

(億円)

△３８１

14

184 182 190 164

86 90
62

49

1,4421,7842,0132,155

23年3月末 24年3月末 25年3月末 26年3月

破綻先債権
延滞債権（破綻懸念先・実質破綻先）

3ヵ月以上延滞・貸出条件緩和債権（要管理先）

2,425
2,285

2,036

1,655

（億円）

延滞なし
78％

延滞22％

〔延滞比率〕
940億円

58億円

19２億円

部分直接償却額

信用保証協会
保証付貸出金

担保・引当金等

ﾈｯﾄﾘｽｸ管理債権



経費、戦略的投資

341 343

416 484

72
40

55.0%55.2%

25年度 28年度計画

税金

物件費

人件費

ＯＨＲ

25年度 経費797億円（前年度比＋11億円）、 OHR（単体）55.2％（同＋1.4ポイント）
預貸金を順調に増加させる中で、第11次中計3年間は経費を800億円程度に抑えた

経費およびＯＨＲの推移

15

328 329 326 341

438 416423441

44 41 38 40

53.5%
54.7%

53.8%
55.2%

22年度 23年度 24年度 25年度

税金

物件費

人件費

ＯＨＲ

（億円）

797810 811 787

＋＋11 11 

第12次中計期間中の戦略的投資の内訳

第12次中計における経費計画

898
79７ +101

経費は増加するも、トップラインの拡大により、ＯＨＲは55%程度
を維持する

システム関連 300億円程度

店舗・新本部棟 250億円程度

新事業への出資 ほか 450億円程度

総額 1,000億円程度

＋＋15 15 

（億円）



自己資本比率

ＢＩＳ自己資本比率(連結ベース) 自己資本およびリスク・アセット等の推移

銀行勘定の金利リスク量 TierⅠ＋TierⅡ アウトライヤー比率

３８２億円 ７，４７９億円 ５．１％

アウトライヤー比率（単体ベース）

26年3月末 BIS自己資本比率 16.85％、普通株式等TierⅠ比率15.43％

（25年3月末より、バーゼルⅢ基準による自己資本比率算出に移行）

※ 自己資本には、優先株、劣後債務等を含まない

【22年12月公表のﾊﾞｰｾﾞﾙⅢﾃｷｽﾄ基準による試算
（25年9月末基準）】

・流動性カバレッジ比率 ：103.2％（規制水準 100％以上）
・安定調達比率 ：123.4％（ 同 100％超）
・レバレッジ比率 ： 6.73％（ 同 試行期間３％）

4

14.40%

16.06%
15.55% 15.43%

17.49%

15.30%
16.85%

17.46%

12%

14%

16%

18%

23年3月末 24年3月末 25年3月末 26年3月末

ＴｉｅｒⅠ比率
(中核自己資本比率）

(バーゼルⅢ)(バーゼルⅡ)

普通株式等ＴｉｅｒⅠ比率

【バーゼルⅢ】
25年

3月末

26年

3月末

25年

3月末比

自 己 資 本 ※ ７，６８５ ７，８２９ ＋１４４

普 通 株 式 等 Ｔ ｉ ｅ ｒ Ⅰ ６，８４３ ７，１６８ ＋３２５

そ の 他 Ｔ ｉ ｅ Ⅰ － ７ ＋７

Ｔ ｉ ｅ ｒ Ⅱ ８４２ ６５４ △１８８

リ ス ク ・ ア セ ッ ト ４４，００１ ４６，４３６ ＋２，４３５

信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト の 額 ４０，９３２ ４３，３３２ ＋２，４００

マーケット・リスク相当額に係る額 １１５ １２７ ＋１２

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙ･ﾘｽｸ相当額に係る額 ２，９５４ ２，９７７ ＋２３

（億円）

※ 自己資本には、優先株、劣後債務等を含まない

16

ＢＩＳ自己資本比率



資本政策～株主還元～

23年度 24年度 25年度予定 26年度予想

一株当たり年間配当額
１３．５０円
（６．５円）

※１５．００円
（８．０円）

１５．５０円
（７．５円）

１６．００円
（８．０円）

（ ）は中間配当額

23年度 24年度 25年度予定
16～25年度

実績（10年間）

配当額① ８９ ９７ ９７ ８６７（累計）

自己株式取得額②

（取得株数：百万株）
１４６

（２０）
８２

（１０）
２２７

（２０）
７７１（累計）

株主還元額③＝①＋② ２３５ １８０ ３２４ １，６３８（累計）

当期純利益④ ３４７ ４０９ ４２８ ３，３６５（累計）

配当性向①/④×100 ２５．５４％ ２３．７８％ ２２．７８％ ２５．７６％（平均）

株主還元率③/④×100 ６７．６０％ ４３．９３％ ７５．７３％ ４８．６６％（平均）

（億円）

配当額の推移

株主への利益配分の状況

第11次中計期間における株主還元率 62.36%

第12次中計における株主還元の目標は「中期的に株主還元率50％以上」と設定

※記念配当を含む

第11次中計期間における株主還元率６２．３６％

17

25年度期末配当額は、1株当たり8円00銭を予定、26年度は年間配当額を16円00銭とする予定



第第1212次中期経営計画の概要次中期経営計画の概要



第12次中期経営計画の概要

目標とする経営指標

第11次中計 第12次中計

25年度計画 28年度計画

連結経常利益 740億円
800億円

以上

連結当期純利益 460億円
500億円

以上

連結普通株式等
TierⅠROE

6.56％ 6％台

連結OHR 54.7％ 55％程度

連結普通株式等
TierⅠ比率

15.25％ 14％程度

株主還元率
中長期的に
５０％以上

中期的に
５０％以上

18

「「TOBIRATOBIRA ～明日への扉を開くために」～明日への扉を開くために」

営 業 戦 略

・地域密着型金融のさらなる深化
・新たな事業領域・収益機会への挑戦

経営基盤戦略

・柔軟かつ強固な経営基盤の構築

ブランド戦略

・「しずぎんブランド」の一層の価値向上

第12次中期経営計画

新しい可能性に挑戦する『しずぎん』
行動指針～『Breakthrough』を合言葉に、

世界一の地方銀行を目指します。

ビジョンビジョン

名名 称称

基本戦略基本戦略

第12次中期経営計画



グループ会社戦略～持分比率の引上げ～

51 51

66

76

30

40

50

60

70

80

22年度 23年度 24年度 25年度

19

第11次中計期間にグループ会社の経常利益合計は1.5倍に拡大

26年4月、連結純利益の拡大とグループ経営の機動性向上を目的として、静銀リースはじめ6社の
連結持分比率を引上げ、静岡キャピタルを除くグループ10社を100％連結対象とした

連結子会社 連結持分比率

静銀経営コンサルティング 100.00％

静銀リース※ 100.00%

静岡コンピューターサービス※ 100.00%

静銀信用保証※ 100.00%

静銀ディーシーカード※ 100.00%

静岡キャピタル※ 50.00%

連結子会社 連結持分比率

静銀ティーエム証券※ 100.00％

欧州静岡銀行 100.00%

静銀総合サービス 100.00%

静銀モーゲージサービス 100.00%

静銀ビジネスクリエイト 100.00%

※連結持分比率の引上げを実施

グループ会社経常利益合計

（億円）
負ののれん発生益の計上

27年3月期決算に負ののれん発生益約20億円を計上見込

連結純利益の拡大
年間＋5億円の増益効果（26年3月期ベース）

連単倍率の上昇
連結純利益で＋0.02倍の上昇（26年3月期ベース）



戦略的投資～マネックスグループとの資本業務提携契約の締結について～

平成26年4月2日、静岡銀行とマネックスグループ㈱は資本業務提携契約を締結

最先端の技術・アイデアを積極的に取り込んで、主に個人のお客さまの
ライフスタイルを改善する、未来志向のオンライン金融サービスの提供を目指す

両グループの持つ経営資源を相互に活用し、お客さまの利便性や金融サービスの品質向上を実現

持株会社であるマネックスグループ㈱（東証一部上場）のもと、
マネックス証券㈱を中心として、日本・米国・中国（香港）に
個人の顧客基盤を持つ世界で唯一のオンライン証券グループ

オリックス㈱等から
マネックスグループ㈱の

株式計20%を取得

持分法適用会社へ

オリックス㈱等から
マネックスグループ㈱の

株式計20%を取得

持分法適用会社へ

（平成26年3月末）

設 立 ： 平成16年8月
資本金 ： 10,394百万円 総資産 ： 929,431百万円
本 社 ： 東京都千代田区麹町
海外拠点 ： フロリダ、北京、香港、シドニー、ロンドン、コスタリカ
格 付 ： BBB（JCR）

【マネックスグループの概況】

20

両社トップの主導する提携委員会を発足、具体的提携内容について協議を開始



平成平成2626年度の業績予想年度の業績予想



平成26年度業績予想

【単 体】 ２５年度実績 ２６年度予想 前年度比

経常収益 １，８６１ １，９００ ＋３９

業務粗利益 １，４４５ １，４５６ ＋１１

経費 （△） ７９７ ８４８ ＋５１

業務純益 ６４７ ６２７ △２０

経常利益 ６７２ ６４０ △３２

当期純利益 ４２８ ４１０ △１８

２５年度実績 ２６年度予想 前年度比

与信関係費用 ５ １４ ＋９

一般貸倒引当金繰入額 △４６ △１９ ＋２７

不良債権処理額 ５１ ３３ △１８

うち個別貸倒引当金繰入額 ４１ ２０ △２１

（億円）

（億円）
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（億円）

【連 結】 ２５年度実績 ２６年度予想 前年度比

経常収益 ２，２０９ ２，２５０ ＋４１

経常利益 ７４７ ７４０ △７

当期純利益 ４６７ ４７５ ８



参考資料参考資料



貸出金 ～期末残高～

72,408

48,009

69,94066,94966,592

46,87645,93645,806

23年3月末 24年3月末 25年3月末 26年3月末

銀行全体 うち静岡県内

＋＋1,1331,133

＋2,468 （億円）

貸出金残高(末残)の推移

（億円）

30.330.3％％ 30.230.2％％ 30.230.2％％

●● ●●

静岡県内貸出金シェア
（末残ベース）

25年度の貸出金期末残高 7兆2,408億円、前年度末比＋2,468億円（年率＋3.5％）

第11次中計期間では、＋5,816億円増加

●●

【貸出金増減額内訳（前年度末比）】

＋
２
，
４
６
８

中小企業
△188

個人
＋1,379

企業規模別 貸出金残高(末残)の増減

大・中堅企業

+604

●●

30.230.2％％

公共

＋199

海外店
＋474

22

28,11728,30528,28427,727

21,39621,86222,05621,704

23年3月末 24年3月末 25年3月末 26年3月末

銀行全体 うち静岡県内

（億円）

24,917

20,005

23,538
22,883

22,195

19,112
18,684

18,170

23年3月末 24年3月末 25年3月末 26年3月末

銀行全体 うち静岡県内

＋＋893893

＋1,379

△△466466

（億円）

うち中小企業向け貸出金残高(末残)の推移 うち個人向け貸出金残高(末残)の推移

△188 ※ｱﾊﾟｰﾄﾛｰﾝを含む

第11次中計

末残
前年度末比

増減額
第11次中計
期間増加額

総貸出金 7兆2,408億円
＋2,468億円

年率＋3.5%
＋5,816億円

中小企業向け
貸出金

2兆8,117億円 △188億円 ＋390億円

個人向け
貸出金

2兆4,917億円
＋1,379億円

年率＋5.9%
＋2,722億円

大･中堅企業向け
貸出金

1兆4,790億円
＋604億円

年率＋4.3%
＋1,155億円



貸出金 ～業種別貸出金の状況～

宿泊業

物品賃貸業

不動産業

貸金業・
投資業等

小売業

建設業

輸送用機械

卸売業

500

1,500

2,500

3,500

4,500

0.0000 0.4000 0.8000 1.2000

【与信残高対予想損失率(※) 】

与

信

残

高

（億円）

（%）※ 予 想 損 失 額 ( Ｅ Ｌ ) ÷ 与 信 残 高

残高 構成比 前年同月比

全 体 ５０，３９１ １００．０ ＋５３７

不 動 産 業 ４，２８８ ８．５ ＋５５

卸 売 業 ※ ４，２７５ ８．５ △１３８

貸 金 業 ・
投 資 業 等 ３，５４０ ７．０ ＋１８８

輸 送 用 機 械 ３，７７５ ７．５ ＋３０４

建 設 業 ２，６６７ ５．３ △２３２

小 売 業 ２，７０４ ５．４ ＋１５９

物 品 賃 貸 業 ２，４１０ ４．８ △１０８

宿 泊 業 ７５９ １．５ △７１

（実質破綻先以下は除く）
（億円、％）

【与信残高（26年３月末）】

不動産業、建設業、物品賃貸業、貸金業･投資業等の事業性貸出金に占める割合はいずれも9％を下回って
おり、これら業種への与信集中はない

事業性貸出金の予想損失額(EL)は全業種合計で55億円（不動産業12億円、建設業4億円）

事業性貸出金の信用リスク量(UL)は全業種合計で555億円

事業性貸出金に占める特定業種の状況

※卸売業は総合商社を除く
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生産性の向上 ～ＢＰＲへの取組み～

20年
3月末

25年
3月末

26年
3月末

20年
3月比

営業店フロント 2,411 3,070 3,128 ＋717

うち行員 1,794 2,261 2,262 ＋468

営業店バック・アシスト 1,693 942 925 △768

うち行員 548 44 35 △513

全従業員（派遣等を含む） 5,164 4,901 4,924 △240

うち行員 2,851 2,860 2,851 ±0

人員の推移

BPRへの継続的な取組みにより、総人員を増加させずにフロント人員を捻出 ⇒ トップラインの持続的な成長へ

19年度 21年度 22年度

預金・為替業務

公金・代理業務

出納業務

営業店における業務量削減

（人）

※19年度の業務量を100とした場合
22年度 23年度 24年度 25年度　

100％ 80％

52％
37％

住宅ローン業務にかかる処理時間の削減

△23％

△57％

△20％

△48％

△63％

〈第9次中期経営計画〉

ＩＴ投資、集中処理のBPRへ着手

・新営業店端末の導入

・融資支援システムレベルアップ

・融資事務の集中処理

（記帳事務･債権書類の集中保管 等）

〈第10次中期経営計画〉

IT投資による効率化、集中処理の拡大

・営業店バック業務量を6割削減
・バック人員をフロントへ再配置

トップラインの成長

〈第11次中期経営計画〉

フロント業務の生産性向上へ拡大

・住宅ローン営業担当者の
業務処理時間を6割削減

トップラインのさらなる成長

※22年度の業務量を100とした場合
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リスク資本配賦

25年度下半期（26年3月末基準）のリスク資本配賦額は6,927億円、うち信用リスク1,650億円、
市場リスク3,670億円、オペレーショナル・リスク241億円、バッファー資本1,366億円を配賦

リスク資本使用額は、貸出金（信用リスク）647億円、トレジャリー部門1,509億円、等

貸出金（信用ﾘｽｸ） ９９７ ６４７ ６５％

ﾄﾚｼﾞｬﾘｰ部門 ４，２４４ １，５０９ ３６％

（うち政策投資株式） （１，５２６） （５５１） （３６％）

（うち海外店） （７６） （３１） （４０％）

連結子会社 ７９ ４４ ５５％

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙ･ﾘｽｸ ２４１ ２４１ １００％

小 計 ５，５６１ ２，４４１ ４４％

ﾊﾞｯﾌｧｰ資本等 １，３６６ － －

合 計 ６，９２７ ２，４４１ ３５％

リスク資本
配賦額

リスク資本
使用額配賦原資

信用ﾘｽｸ
１，６５０

市場ﾘｽｸ
３，６７０

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙ･ﾘｽｸ
２４１

ﾊﾞｯﾌｧｰ資本等
１，３６６

中核的な自己資本
６，９２７億円
(26年3月末基準)

（億円）

リスク資本
使用率
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・中核的な自己資本＝ バーゼルⅢ普通株式等TierⅠ（その他有価証券評価差額金除く）

・リスク資本使用額＝〈市場リスク〉 │VaR│

〈信用リスク〉①│UL│（貸出金は不良債権処理額、CVAを含む）

②バーゼルⅢ所要自己資本額（特定貸付債権、クレジットリンクローン、証券化取引、投資信託、投資事業組合）

〈オペレーショナル･リスク〉オペレーショナル･リスク相当額

・バッファー資本は、巨大地震等非常時や計量化できないリスク等への備え



株主還元 ～自己株式取得、EPS･BPSの推移～

過去の自己株式取得実績

取得株式(千株) 取得金額(百万円) 消却株数(千株) 消却金額(百万円) 株主還元率(％)

平成9年度 7,226 9,997 7,226 9,997 90.3

平成10年度 6,633 9,142 6,633 9,142 86.7

平成11年度 8,357 9,143 8,357 9,143 51.4

平成12年度 24,954 23,281 24,954 23,281 152.0

平成13年度 8,234 8,267 8,234 8,267 165.4

平成14年度 29,928 23,107 － － 229.4

平成15年度 10,712 8,566 30,000 23,381 50.8

平成16年度 － － － － 17.1

平成17年度 － － － － 22.5

平成18年度 － － － － 25.3

平成19年度 10,000 12,621 10,000 10,130 61.8

平成20年度 － － － － 70.8

平成21年度 5,000 3,996 5,000 4,638 40.6

平成22年度 20,000 14,980 20,000 15,957 67.2

平成23年度 20,000 14,575 － － 67.6

平成24年度 10,000 8,239 20,000 14,953 43.9

平成25年度 20,000 22,642 － － 75.7

累計 181,044 168,558 140,404 128,891

ＥＰＳ（円） ＢＰＳ（円）

20.39 587.56

20.12 627.64

34.14 650.95

23.73 792.16

10.26 742.73

16.56 721.33

37.20 831.76

49.41 875.93

44.24 1,019.15

51.20 1,077.85

49.89 997.20

18.34 903.32

46.01 998.21

51.75 1,016.34

52.44 1,097.55

62.79 1,204.31

67.84 1,257.63

－ －

平成9年度以降、継続的に自己株式を取得し、累計取得株数は181百万株

成長戦略と自己株式取得により、EPS・BPSは着実に上昇
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グループ会社（連結子会社11社）は、
経常収益498億円（前年度比＋15億円）、経常利益76億円（同＋10億円）を計上

会社名 主要業務内容 経常収益 経常利益
前年度比 前年度比

静銀経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱ 経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ業務 １１ ＋７ １ ＋０

静銀ﾘｰｽ㈱ ﾘｰｽ業務 ２４２ △６ １５ △３

静岡ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ㈱ ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ関連業務、計算受託業務 ４９ ＋２ ２ △０

静銀信用保証㈱ 信用保証業務 ２２ ＋５ １６ ＋３

静銀ﾃﾞｨｰｼｰｶｰﾄﾞ㈱ ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務、信用保証業務 １９ ＋１ ５ △０

静岡ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ 株式公開支援業務、中小企業再生支援業務 ５ △０ ２ △１

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券㈱ 金融商品取引業務 ７８ ＋２１ ３４ ＋１０

欧州静岡銀行 銀行業務・金融商品取引業務 ６ ＋１ １ ＋１

静銀総合ｻｰﾋﾞｽ㈱ 有料職業紹介業務等 ９ △１８ ０ △０

静銀ﾓｰｹﾞｰｼﾞｻｰﾋﾞｽ㈱ 銀行担保不動産の評価･調査業務等 １６ ＋１ ０ ＋０

静銀ﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾘｴｲﾄ㈱ 為替送信･代金取立等の集中処理業務等 ４３ ＋１ ０ △０

合 計 （11社） ４９８ ＋１５ ７６ ＋１０

静銀ｾｿﾞﾝｶｰﾄﾞ㈱ ※ ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務、信用保証業務 １６ ＋３ １ ＋１

※持分法適用関連会社、平成19年4月開業

(億円)

グループ会社の状況
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静岡県の経済規模

全国シェア３％、都道府県10位の経済圏

県内総生産は日本の中では四国４県、北陸３県を上回る規模

世界各国の国内総生産との比較では、アイルランド、フィリピン、チェコに次ぐ規模

全国シェア 全国順位

人 口 ３７５万人 ３．０％ １０位/４７(24年)

世帯数 １４６万世帯 ２．７％ １０位/４７(24年)

県内総生産(名目) １５．８兆円 ３．２％ １０位/４７(22年度)

1人当たり県民所得 ３，１００千円 ― ３位/４７(22年度)

事業所数 １９万事業所 ３．２％ １０位/４７(24年)

製造品出荷額等 １５．５兆円 ５．２％ ３位/４７(24年)

農業産出額 ２，１１４億円 ２．５％ １６位/４７(24年)

漁業漁獲量 ２２万トン ５．９％ ３位/４７(24年)

工場立地件数(※) ７７件 ４．１％ ６位/４７(25年)

新設住宅着工戸数 ３．０万戸 ２．９％ １０位/４７(25年)

県内総生産（平成2２年度・名目）

順位 都道府県・地域 （10億ドル）

9 福岡県 210.5

10 静岡県 184.0

11 茨城県 130.6

－ 四国４県 156.8

－ 北陸３県 139.3

世界各国の国内総生産と比較(平成2２年)

順位 国名（地域） （10億ドル）

４５ アイルランド 207.6

４６ フィリピン 199.6

４７ チェコ 198.9

－ 静岡県 184.0

４８ パキスタン 176.9

４９ ルーマニア 164.8

（出所）内閣府経済社会総合研究所 ほか

静岡県の指標 静岡県の経済規模

（※）速報値
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静岡県経済の位置づけと現状

東京と大阪・京都の間に位置する物流の要衝
全国有数の「モノづくり県」～製造業が盛ん

輸送関連機器や楽器など、輸出型の製造業が多い

豊かな自然を生かした日本を代表する観光地を有する

●ﾔﾏﾊ発動機(株)

●ﾔﾏﾊ(株)

●ｽｽﾞｷ(株)

●浜松ﾎﾄﾆｸｽ(株)

温泉地

●東芝機械(株) 上場市場 企業数

東証１部 ２３

東証２部 １１

マザーズ １

ジャスダック １９

計 ５４

※平成26年3月末現在、上場市場が複数ある

場合は東証にてカウント

（出所）内閣府「県民経済計算(平成22年度)」

静岡県内に本社をおく上場企業

富士山静岡空港東名高速

●スター精密(株)

静岡県の産業別総生産構成比

御前崎港

清水港

田子の浦港
新東名高速(三ケ日～御殿場間)

平成24年4月開通 ●(株)静岡銀行

写真提供:静岡県観光協会

20.8%
36.2%

22.0%

16.8%
14.7%

9.9%
15.6%

13.2%
5.5% 5.3%

18.6%21.4%

全国 静岡県

製造業 サービス業 卸・小売業 不動産業 建設業 その他

富士山

（平成25年6月ユネスコ
世界文化遺産に登録）

登録名：｢富士山-信仰
の対象と芸術の源泉｣
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本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績

を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意

ください。


